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開催日：令和 7 年 4 月 16 日 

会議名：令和 7 年総務常任委員会（ 4 月 16 日） 

          ┌────────────────────────┐ 

          │ 総務常任委員会                │ 

          └────────────────────────┘ 

○（議事日程） 

開会の日時 令和７年４月 16 日（水） 

      午前 10 時 29 分開会 

      午後０時 56 分閉会 

場   所 第１委員会室 

議   題 （部外局関係） 

      １ 諸報告 

      ２ その他 

      （総務部、企画部、財務部、県民生活部、危機管理部関係）  

      １ 諸報告 

      ２ 閉会中の継続調査事件 

      ３ その他 

出 席 者 委員長   富  山  恵  二    副委員長   麻  田  寿  美 

      委員    北  村     智    委員     中  田  英  一 

      委員    伊  藤  栄  介    委員     庄  本  え つ こ 

      委員    大  矢  卓  志    委員     越  田  浩  矢 

      委員    村  岡  真 夕 子    委員     門     隆  志 

      委員    浜  田  知  昭    委員     山  本  敏  信 

説明のため出席した者の職氏名 

      防災監                           池 田 頼 昭 

      理事（若者・Ｚ世代応援等調整担当）             木 村 晶 子 

      総務部長                          有 田 一 成 

      総務部次長兼秘書広報室長                  富 田 恵 一 

      職員局長兼県庁舎整備プロジェクト室参事           波多野 武 志 

      広報プロデューサー                     有 田 佳 浩 

      県庁舎整備プロジェクト室長                 松 井 雅 伸 

      総務部・財務部総務課長                   塚 本   崇 

 

      企画部長                          守 本   豊 

      ＤＸ推進監                         赤 澤   茂 

      企画部次長                         井 筒 信太郎 

      企画部次長                         飯 塚 知香子 
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      万博推進局長                        三 宅 隆 之 

      企画部総務課長                       吉 岡 章 晃 

 

      財務部長                          中之薗 善 明 

      財務部次長                         近 藤   巧 

 

      県民生活部長                        田 中 序 生 

      県民生活部次長兼人権参事                  北   茂 正 

      県民生活部次長                       喜 多 和 美 

      文化スポーツ局長                      小 倉 陽 子 

      県民生活部総務課長                     吉 村 興 二 

 

      危機管理部長                        唐 津   肇 

      危機管理部次長                       栁 田 順 一 

      危機管理部次長                       藤 本 剛 司 

      危機管理部総務課長                     正 垣 あおい 

 

      会計管理者                         秋 山 徹 志 

      出納局長                          長 友 幸 一 

      工事検査室長                        作 田 良 文 

      会計課長                          抱   宏 樹 

 

      議会事務局長                        法 田 尚 己 

      議会事務局次長                       榊   丈 直 

      議会事務局総務課長                     葦 津 賢 一 

 

      監査委員事務局長                      村 上 恵 一 

      監査委員事務局次長兼監査第１課長              奥 見 啓 五 

 

      人事委員会事務局長                     三 宅 ゆかり 

      人事委員会事務局任用給与課長                北   守 人 

 

               その他関係課長等 

 

会議の概要 

 開   会（午前 10 時 29 分） 
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◎ 写真撮影等の取扱について 

 読売テレビほか６社から提出された写真撮影等許可願について諮ったところ、全員異議な

く、これを許可することに決した。 

 

○（部外局関係） 

○（１ 諸 報 告） 

 （１）自己紹介 

   会計管理者より自己紹介を受けた。 

 （２）新任幹部職員紹介 

   出納局長、監査委員事務局長及び人事委員会事務局長より自己紹介及び紹介を受

けた。 

 

○（２ そ の 他） 

 

       （主      な      発      言） 

○（村岡真夕子委員） 

 文書問題に関する第三者調査委員会の経費については、設置当時に、予備費から支出

することを確認したが、そのことで２点お聞きする。 

 まずは、科目、予算額及び執行見込額について教えていただきたい。 

○監査委員事務局次長兼監査第１課長（奥見啓五）  

 文書問題に関する第三者調査委員会の経費に係る予算科目について、款は総務費、項

は総務管理費、目は一般管理費、事項は一般管理事務費等（総務部）、節は委託費となっ

ている。９月の事務委任に合わせて、予備費充当により予算分任を受けた額は、3,671 万

2,000 円であった。その後、調査検討に要した時間の実績増に伴う所要見込額の増加が３月

下旬に判明したため、予備費充当により３月 31 日付で 128 万 8,000 円の追加分任を受け、

予算総額は 3,800 万円となっている。執行額については、現在３月分の請求を受けて精査中

であるが、3,720 万円程度と見込んでいる。 

○（村岡真夕子委員） 

 もう一つ確認したい。昨年度、ほかの２つの第三者調査委員会の予算については、議会の

議決を踏まえようとの決定になったが、その際に、先ほど説明のあった予算の増額について

も、議会の議決を踏まえようという議論や整理はなかったのか。 

○監査委員事務局次長兼監査第１課長（奥見啓五）  

 委員発言のとおり、当初は予備費で予算措置したものであっても、予算増額を要求する場

合は当然、補正予算案を議会に上程し、議決をいただくことが原則であると承知をしている。

本件についても、１月末にそういった必要があるのか、委員等に執行状況を問い合わせた。

その上で、予算額の範囲内に収まるものと見込んでいた。 

 しかし、３月中旬に提出のあった２月分の請求書により、同月の調査従事時間が想定を大
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きく上回るものとなることが判明し、報告書の提出時期が３月上旬から３月後半になることも

合わせると、その時点で、当初の分任額では足りないことが想定された。委員や調査員の皆

様は当時、報告書作成に全力を注いでおられ、また、調査報告書が提出された後も、それぞ

れ抱えておられる弁護士業務に忙殺されておられる中、実費相当額の整理や調査時間等

の精査には更に時間を要するという状況であった。そのため、所要額を一定精査した上で、

補正予算額を会期中に上程するいとまがない状態であったので、やむなく年度末に予備費

により追加予算の分任をいただいた次第である。 

 今回の事案は、この第三者調査の委託に当たり、県の関与を排除した独立的調査を実施

することに重点を置いた結果、調査進捗の逐次確認が難しく、執行状況の把握が実績ベー

スにならざるを得なかった。そのため、契約期間の終盤に発生した予算不足への対応が補

正予算要求にどうしても間に合わなかった。以上の事情をご理解いただきたい。 

○（村岡真夕子委員） 

 県の関与について当初から徹底して整理した結果やタイミングの問題であったとのことであ

る。私が質問した趣旨のところもしっかりと検討、精査されたことが確認できたので、理解で

きた。 

○（山本敏信委員） 

 先ほど村岡委員から費用の確認がされたが、中身について理解に苦しむ。年度末に調査

結果を受けて当局が発表すると言いながら、我々が聞いている報道も含めて、幹部職員の

処分に関わる問題なので、その辺を整理してから中身の発表をすると理解している。しかし、

インターネットや新聞などで中身の問題までどんどん出ているわけである。 

○委員長（富山恵二） 

 今の質問はこの後の５部関係の審査の際にしていただきたい。 

○（山本敏信委員） 

 最後まで聞いてほしい。部外局であっても、どの部署がどういった形で総務常任委員会に

つないでくれるのか。このことについては、年度末に総務部に申し送りをしてもらっている。担

当も変わっているかもしれないが、どういった形で扱ってもらえるのか、委員長に伺う。 

○委員長（富山恵二） 

 先ほどの次長の説明にもあったが、監査から離れ、当局とも完全に離れていたので、予算

を把握できなかったという説明と一緒で、山本委員が言われた内容については、部外局の後

の５部関係の審査の際に、私の主導で場を設けるので、この場はこれでとどめていただきた

い。 

○（山本敏信委員） 

 それは分かっており、承知の上で言っている。総務常任委員会は、年度末で終わりではな

く続いているわけである。担当も変わっているので、きちんとしていただきたい。齋藤知事は

身内には甘く、ほかには厳しくやっている。記者会見は毎週頑張っているが、県議会に対す

る対応が全然なってない。これは大きな問題なので、議長には代表者会議できちんとやって

もらっているが、総務常務委員会はどう思っているのか疑問に思っているので、一言だけ言
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っておく。 

○委員長（富山恵二） 

 部外局は任命権者も知事ではないので、次の５部関係のところで審査したいと思う。 

 

 休   憩（午前 10 時 41 分） 

 再   開（午前 10 時 44 分） 

 

○（総務部、企画部、財務部、県民生活部、危機管理部関係）  

○（１ 諸 報 告） 

 （１）自己紹介 

   理事（若者・Ｚ世代応援等調整担当）より自己紹介を受けた。 

 （２）新任幹部職員紹介 

   総務部長、企画部長、財務部長、県民生活部長及び危機管理部長より自己紹介及び

紹介を受けた。 

 （３）行政組織の改正について 

   総務部・財務部総務課長の報告を聴取した。 

 

○（２ 閉会中の継続調査事件） 

 「新たな兵庫の創生に向けた総合的推進について」を議題とし、「エネルギー対策等の推

進」、「ひょうごビジョン 2050 及び地域創生の推進」及び「個性を生かす地域づくりに向けた

取組」について、水素・エネルギー企画官、計画課長及び地域振興課長の説明を聴取した。 

 

       （主      な      発      言） 

○（山本敏信委員） 

 大ざっぱな質問で申し訳ないが、先日、都道府県別の人口増減数・率が一覧表で載って

いた。兵庫県は減っているが、少ないほうであった。一方で、東北は大変な状況であった。私

が県議になった阪神・淡路大震災の頃、都道府県、市町村とも少子化対策に本腰を入れ始

めたところであった。その時に言われていたのが、こどもを増やさないと駄目なのではないか

ということであった。今はこどもを増やすことが実現不可能だということで、都市間、都道府県

間で人の取り合いみたいな形で皆さんも大変苦労されていると思う。基本的に人口を元に戻

すのは無理かと思う。 

 当時、兵庫県に有名な人口学者がおられた。また、生活協同組合のトップの方が全国的に

も人口問題の研究家であった。委員会では言葉が不適当かもしれないが、当時は民法で嫡

出子と庶子という言葉があり、庶子は遺産相続で嫡出子の２分の１しか権利がないと言われ

ていた。しかし、これが 10 年ほど前に最高裁の判決で問題になり、民法が改正され、今は同

じ権利がある。いずれのこどもも同じ相続の権利があるということであるが、これは実際に成

人にならないと分からない、遺産相続してみないと分からない。生まれたときは皆一緒だとい
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う形だが、その辺が効果としてはまだ現れていないと思う。 

 また、もう一つは、日本ではかつての優生保護法、今は母体保護法であるが、いわゆる人

工中絶が適切にされていないのではないかということで、生まれてくるこどもと同じぐらい、途

中で生まれていないこどもがいるのではないかといった話があった。私は、井戸前知事が少

子化対策の本部をつくったときに、私も戦争直後に生まれたので言葉が古いが、いわゆる参

謀本部的なものでやらないと難しいのではないかと言ったが、結局は、福祉部の子育て支援

が主力になって今も続いている。 

 その辺の問題については、企画部で捉えているのか。今、大きなビジョンが出ているが、例

えば、韓国では様々な問題で人口が減少しており、ひどい状態になっている。中国でも一人

っ子政策の影響もあり、今もどんどん減っている。日本はそこまでいっていないが、その辺の

対策について今後どこでどう取り組んでいくのかお聞きする。 

○企画部長（守本 豊） 

 人口対策については、委員ご指摘のとおり、今、日本全体で国難とも言われているが、非

常に重要な課題である。人口対策は、一つは自然増対策、もう一つは社会増対策であり、こ

の大きな二つが両輪になる。先日の国の記者発表では、本県の自然増減については１年間

で３万 6,000 人の減、一方で、社会増減については 3,400 人の増であった。これは、日本人

自体はマイナスであるが、外国人が１万人増えているので、３年連続の社会増となっている。

やはり両輪でやっていかないといけないと思っており、委員の言葉を借りれば、我々企画部

が参謀本部として中心となり、企画部がマネジメントしていくことになろうかと思っている。そ

のうちの自然増減に係る少子化対策については福祉部で持っているが、トータルは企画部

が責任を持ってやろうと思っている。 

 しかし、少子化対策も非常に難しい。経済状況の影響はもちろんあるが、若い方々の価値

観が変わってきているので、なかなか思うような成果が上がっていない。嫡出子の話もあった

が、例えば、なぜヨーロッパの少子化対策が割と功を奏しているのかについて、フランス等で

は婚外子が認められているからであるという説は非常に強いところであるが、日本ではそう

いった価値観がないので難しい。ただ、様々な課題はあるが、全庁を挙げてしっかりと地道に

取り組んでいくべき課題だと思っている。引き続き、企画部を中心にやっていくので、よろしく

お願いする。 

○（山本敏信委員） 

 特に、兵庫県内でも市町間で人の取り合いと言えば語弊があるが、その辺については、国

会でも今問題になっている減税や無償化等がトレンドとなっている。それをやって引き寄せた

らよいといった形であれば、どこかがプラスでどこかがマイナスになる。これでは駄目だと思う。

県庁として、市町間の調整や新たな政策についてもその辺を加味して頑張っていただきたい

と思う。 

 また、別の話であるが、鳴門の渦潮について、世界遺産登録に向けて頑張っておられる。

永田元議員にもアドバイスしたことがあるが、他国の渦潮も一緒にいろいろと取り組んでいる。

世界的に見ると、どうしてもユネスコの関係なので世界の学者がにらみを利かしている。淡
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路だけではなく、他の２ヵ所の特徴ある渦潮も一緒になって世界遺産登録に向けて取り組ま

れているが、切り離したほうがよいのではないか。淡路が一生懸命やっていても、どうも足を

引っ張られていると言うと語弊があるが、そういった状況があるのではないかと思う。 

 姫路城が日本の国宝から世界遺産になるときに、周りも含めて広い範囲で特別史跡にな

っているわけである。結局、何かするといえば、全部、日本の文部科学省や、それ以外にも

世界から注目されてインターネットでも様々な学者がいろいろな問題点を上げている。大変な

作業だと思うが、その辺について、ちょうどテーマで上がっていたので、どういった考え方でさ

れているのか、参謀本部で何かお考えがあればお答えいただきたい。 

○地域振興課長（東 秀紀） 

 鳴門の渦潮の世界遺産登録の関係について、委員発言のとおり、世界の渦潮としてはノ

ルウェーやスコットランドに大きな渦潮がある。現在、そちらと協議会で一緒に研究もしている。

今のところ、鳴門の渦潮として世界自然遺産登録の方向で進めているが、その中で、協議

会の委員からは、３ヵ所一緒に世界の渦潮として登録してはどうかという意見も当然出てい

る。そういった意見も検討しながら働きかけを進めていこうと考えている。 

 ちょうどその機会として、今年９月１日に南あわじ市で国際シンポジウムを開催する予定に

している。その場には、ノルウェー、スコットランドで共同研究をしている各研究機関の方にも

来ていただき、取組を発表していただこうと考えている。また、ユネスコの関係機関の方にも

来ていただく予定である。なので、委員発言のことについては、そこで発表や議論を重ねて、

シンポジウムの状況を見ながら検討していきたいと考えている。 

○（山本敏信委員） 

 素人で申し訳ないが、トランプ関税みたいに独りよがりになって、ほかの２ヵ所に足を引っ

張られることがないよう十分注意いただきたい。世界にはいろいろな学者がおり、姫路城に

関しては私も学校の改築の関係で関わったが、とにかくいろいろな人が構えに来る。これは

播州弁であるが、その辺についてもよく注意して整理しないと大変だと思うので、ぜひ頑張っ

ていただきたい。 

○（門 隆志委員） 

 エネルギー対策等の推進についてお聞きする。まず一つ目に水素の話が出ている。昨年

10 月に、褐炭からつくるオーストラリアのグレー水素について、コストがあまり合わないという

報道があった。11 月には、関西電力がグリーン水素についてコストが合わないため事業撤

退するとのニュースがあった。また、ドイツでもなかなか水素利用がうまく進んでいないが、国

としても、資料７ページに記載の水素社会推進法がある。県も様々やらないといけないと思う

が、民間事業者もコストが合わない中で、海外から播磨へといった形で播磨臨海地域での

水素等サプライチェーンの形成は厳しいと思う。去年の報道や民間事業の撤退を受けて、こ

の計画を今後どのように進めていくのか、または見直すのかについて教えていただきたい。 

○水素・エネルギー企画官（平井克尚） 

 海外に関する報道は様々あると承知している。当座の価格が合わないという報道もなされ

ているが、関西電力等に問い合わせたところ、ほかの案件のプロジェクトは引き続き進めら
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れていることも伺っている。国でも、水素を使っていくには価格がまだ高いこともあり、ＬＮＧ等

の既存エネルギーとの価格差を当面支援していくことが水素社会推進法でもうたわれている。

それらも活用しながら引き続き播磨臨海地域等において海外からの水素といったことも見据

えて、企業とも相談しながら取り組んでいきたいと考えている。 

○（門 隆志委員） 

 安全保障で言うと、エネルギーベストミックスの観点から、様々やっておくほうがよいことは

理解している。報道を見ると、川崎重工が撤退、関西電力も撤退、丸紅と岩谷産業はまだや

るみたいな形ではあるので、撤退や民間事業者がやらなくなってしまうと、誰かが代わりにや

らないと駄目になる。実際、そこにお金を出したところでやり手がいなくなると困るので、こうい

った報道が出る前に何かできなかったのかと思う。それは国の話かと思うが、このままの計

画でいくのか、若干見直していくのか、今のところどうなっているのか教えていただきたい。 

○企画部長（守本 豊） 

 水素に関しては、水素の生産に当たり、確かに一部でコストが合わないところもある。例え

ば、オーストラリアでは、もともと労働党のときは水素に非常に力を入れて補助金がどんどん

出ていたが、政権が変わったり、少し危なくなって、その補助金が打切りになったことで、生

産コストが合わなくなったと承知している。ただ、オーストラリアだけ見ても、現在 10 ヵ所ほど

生産拠点があり、そのうちの１ヵ所は中止になったが、基本的に大部分はそのまま動いてい

る。その１ヵ所が取り上げられたので、まるで全世界で水素の生産が相当後退していると捉

えられがちであるが、決してそうではなく、オーストラリアでも大部分は引き続き事業が進んで

おり、アメリカでも同様に進んでいる。さらに、今一番注目されているのは中東であり、非常に

大きな砂漠の中で再生可能エネルギーを大量につくり、水素にする動きが相当出ている。 

 したがって、この計画を大きく見直す等の状況には至っていない。ただ、トランプ大統領の

脱炭素から逆行するような動きがあったり、世界ではいろいろと動きがあるので、若干後ろ倒

しになるリスクはあるかと認識しているが、今の計画、構想を大きく変えるつもりはないという

状況である。 

○（門 隆志委員） 

 これ以上は深く聞かないが、オーストラリア最大の電力会社オリジン・エナジーが事業停止、

エネルギー最大手のウッドサイド・エナジー・グループも一部で事業断念といったことも断片

的な話として報道で出ているので、引き続き注視しながら、どう進めていくのか検討いただき

たい。 

○（山本敏信委員） 

 関連で質問する。門委員の発言の揚げ足を取るつもりはないが、一昨日、関西電力が姫

路で水素を活用して発電するとの報道があったが、それはどういうことか。 

○企画部長（守本 豊） 

 水素の利活用について、門委員の発言は、海外から持ってくるという話であったが、国内で

作った水素を利活用する動きは急ピッチで進んでおり、委員ご指摘のとおり、姫路の第二発

電所で製造した水素を 30％混ぜてつくった電気を万博会場で使うというプロジェクトが推進さ
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れている。また、日本各地では、地元でつくった水素を利用する動きが着々と進んでおり、今

朝の新聞においても、住友ゴムが福島の工場でつくった水素を活用してタイヤを製造すると

いう地産地消の発表もあった。そういった意味では、国内での地産地消による水素の利活用

は非常に進んでいると認識している。 

○（山本敏信委員） 

 感想であるが、カーボンニュートラルポートに向けて、姫路港、東播磨港が大変お世話にな

っている。東播磨港については、高砂市の海岸線には、私が小さい頃から一流の企業が並

んでいるが、全ての企業が自分たちはいつでもできると言っており、水素の活用について頑

張っているので、応援のほどよろしくお願いする。 

○（庄本えつこ委員） 

 私も水素のことについて質問する。資料の５ページに播磨臨海地域の水素等の需要量とし

て、2013 年、30 年、50 年と数字が出ているが、この根拠はあるのか。 

○水素・エネルギー企画官（平井克尚） 

 まず、2050 年の 581 万ｔについては、現在、播磨臨海地域における二酸化炭素排出量の

データがあるので、それを全て水素に換えると 581 万ｔであるという計算である。2030 年につ

いては、様々な企業が 2030 年にはこれぐらいの水素を使いたいというボリュームを積み上げ

た結果になっている。 

○（庄本えつこ委員） 

 今の説明を聞くと、必ずしもできるという数字ではないといった印象を受けたが、そういった

認識でよろしいか。 

○水素・エネルギー企画官（平井克尚） 

 これぐらいの潜在的な需要があるということで、ここを目指してやっていきたいと考えている。 

○（庄本えつこ委員） 

 需要の話ではあるが、共産党としては、2050 年や 2100 年ではなく、水素はエネルギーとし

てまだ不確実性があるのではないかと認識している。しかも水素をつくるときに大量の電気

が必要であるので、その電気をつくるために、オーストラリアから褐炭を持ってくるのでは、化

石燃料で電気をつくり水素をつくることとなり、矛盾があるのではないか。先ほど部長からは、

国内での地産地消が少しずつ進みつつあるとの話もあったが、実際はまだ難しいのではない

かと思う。 

 資料４ページには、水素利活用の展開として、再エネの余剰電力を利用した水素の製造

等との記載があるが、余剰電力が生み出されるのはまだ先の話ではないかと思っているが、

いかがか。 

○水素・エネルギー企画官（平井克尚） 

 余剰電力については、夏場、太陽光で発電がいっぱいできるときに涼しかったり、週末でエ

アコンの需要が少ないときに、需給のバランスが合わずに出力制御をやっている。それも順

番があるが、昨年度は、関西電力管内で 30 回以上の出力制御があった。太陽光発電が送

電線に乗らなかったことがある。そういった意味での余剰電力を活用できないかということで
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ある。 

○（庄本えつこ委員） 

 言っていることは分かるが、今、日本全体の再生可能エネルギーそのものが抑えられてい

る状況にもあると思う。まずは、再生可能エネルギーで電気をつくることを中心にしていくべき

ではないか。政府の試算でも、再エネの潜在量は電力需要の５倍もあるとされている。石炭

火力もコストがすごくかかり、太陽光発電と比較しても太陽光は石炭火力の３分の１のコスト

で電気をつくることができるとの試算も出ている中で、潜在能力のある再生可能エネルギー

に兵庫県も力を入れるべきではないかと思っているが、いかがか。 

○企画部長（守本 豊） 

 再生可能エネルギーを増やしていくことは、国のエネルギー基本計画の方針で決まってい

るので、どこまで実現できるかは、いろいろな指摘はあるが、大幅に増やしていくことは間違

いない。ただ、再生可能エネルギーの問題は、同時同量の原則があり、貯めておくことがで

きない。再生可能エネルギーが普及すると、それを使う時間帯として、昼間は大丈夫だと思う

が、例えば朝方や夕方に余る。その余った電気はどのように貯めておくか。今はほぼ機能を

止めている状態であり、それは非常にもったいない。どのように貯めておくか、一つは蓄電池、

もう一つは水素で貯めるという大きく２つのやり方がある。ただ、蓄電池で貯めようとするとコ

ストが非常にかかる。また、放電するので長時間は持たないというデメリットがある。 

 一方で、水素で大量に貯めようとすると、恐らく蓄電池よりはコストが安く、エネルギーロス

もないということで、先ほど申し上げた出力制御をして余剰電力が生じたときに、水素をどの

ように活用していくか、再生可能エネルギーがこれから普及するからこそ、重要なポイントに

なってくると思っている。 

○（庄本えつこ委員） 

 不確実な水素について、将来的には必要なエネルギーではないかと思っているが、今やっ

ていくべきことは省エネ、再エネにもっと力を入れることが必要ではないかと意見を申し上げ

る。 

 あと、もう１点伺うが、個性を生かす地域づくりに向けた取組についての資料４ページにお

いて、市町職員の人材不足について記載がある。人件費補助もしていくとのことであるが、

人材不足が今どのぐらい影響しているのかお聞きしたい。 

○地域振興課長（東 秀紀） 

 持続可能な多自然づくりを進めるためには、まずは地域のニーズや困り事を確認し、それ

を解決していくことが大事であり、市町が行う伴走支援が非常に重要だと考えている。そのた

めに、資料に記載の市町地域伴走支援体制整備事業を設けている。ただ、状況としては、

今年度も８市町での取組を予定しているが、逆に８市町しか取り組んでいない状況である。 

 この原因が何かと言えば、市町に伴走支援をする人材がいないことである。市町の職員が

地域でそのまま担当としてできればいいが、まず市町職員のマンパワーが足りない。この間、

管内情勢報告でも但馬の一般社団法人ちいきのてに来ていただき話を聞いたが、この制度

としては、市町の職員が直接やる以外に、そういった中間支援組織が伴走支援できる市町
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については、そこに委託したり、それ以外にも県内には中間支援組織があるので、大体そう

いったところに委託や補助をして行っているのが、現在取り組んでいる市町である。 

 一方で、市町によっては、中間支援組織がない、またはそれに該当するＮＰＯ組織がない

ことが今の問題である。去年、市町に本事業についてのアンケートをしたが、課題としては、

事業に取り組みたい、現状に対してやらなければならない認識はあるが、それを行う地域で

の相談や人材がいないということである。 

 そのため、今年度、６ページに記載のプロジェクト強化事業として、多様な支援機能モデル

構築支援事業に取り組む。これは、市町職員が直接地域の支援をする、または中間支援組

織が支援をするという以外のやり方がないか、人材不足を補うためのほかの支援のやり方

がないか、検討、実証しようと考えている。検討会の公募をしようとしているが、ほかの関係

部署や団体等との連携として、市町に必ずある団体等、例えば社会福祉協議会と一緒にな

って取り組むモデル、または、市町の中でチームをつくって取り組む等、やり方としてはいろ

いろ考えられる。量としての人材は難しいが、地域支援をするやり方を工夫、検討し、それを

市町へ提示することで、これだったらできるというやり方を示そうと考えている。 

○（庄本えつこ委員） 

 今のお話は好循環につながっていくとは思うが、それと地域再生アドバイザーとの関係は

どうなっているのか。 

○地域振興課長（東 秀紀） 

 地域再生アドバイザーについては、それぞれの課題に応じて様々な方が登録されており、

現在 70 名程度いる。課題に応じて、地域や市町に派遣するが、あくまで地域再生アドバイザ

ーはその期間に１回または複数回といった形となり、地域でずっと伴走支援するものではな

い。ただ、先ほど説明したプロジェクト強化事業において、いろいろなモデルを検討するが、

その中には地域再生アドバイザーを活用したり、継続的に行う等のやり方もあると思うので、

今後の検討である。基本的に地域再生アドバイザーは１回または期間を限った形で活用を

お願いしている。 

○（庄本えつこ委員） 

 地域を知っていただかないと駄目だと思う。その地域の中で人が育っていくことを目指して

いると思うので、そういった形になってほしい。また、新しい試みなどもどのように進めていく

のか、これからも注視していきたい。 

○（大矢卓志委員） 

 私からは２点伺う。まず１点目は、エネルギー対策のところで、水の問題についてである。

水を制するものは国を制するという言葉があるようだが、世界的に見ても、200 近くある国の

中で、自国で水を十分に賄っているのは 20 ヵ国程度らしい。その中で、蛇口をひねると水が

飲めるところは 10 ヵ国程度である。我々は本当に恵まれた状況にあることも認識しないとい

けないと思う。限られた水資源を全世界で奪い合って、それが今後ますます厳しくなるだろう

と言われているようである。 

 これは大きな話であるが、そういったことを踏まえて、私は極めて不案内であるが、例えば、
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生成ＡＩは次元が上がっていくと物すごく水を消費するらしいが、そういうことを展望した考え

や大きな見方があれば教えていただきたい。 

○企画部長（守本 豊） 

 委員ご指摘のとおり、世界では水の争奪戦となっている。国内でも、昨年度、国のエネルギ

ー基本計画が見直された。今までは、将来的に人口が減るので電力も減ると言ってきたが、

実は減らないのではないかとなった。その一番大きな原因がご指摘のＡＩである。データセン

ターが各地で作られだすと、ＡＩが電気を相当消費する。グーグル検索と比較して、対話型の

ＡＩに同じように尋ねると、10 倍の電気を消費すると言われている。なので、今の検索がＡＩの

活用に変わっていくと、相当な電力を消費するという状況で、その電力は物すごく必要になる

が、併せてデータセンターのコンピューターの熱を冷ますための水も大量に必要となってくる。 

 今、データセンターの立地は、水が豊富な地域に進出しようとしている。今日も確か、ソフト

バンクが北海道にデータセンターを造るとの報道があった。今までは都市部中心にデータセ

ンターが立地していたが、電力と水が必要とのことで、地方部に移っていくのではないかとい

う動きが出てきている。したがって、水ビジョンについてもそういったことも考えながら、水の確

保、保全といったことも、産業界の動きも踏まえながら、今後は検討していく必要があると考

えている。 

○（大矢卓志委員） 

 結局、水は大事であるが、食も大事である。農業は水が不可欠であり、日本は様々な指標

でも食料自給率が低いので、そこを輸入しないといけないとなったときに、水が取り合いにな

ったらそのことも死活問題になってくると思う。これは国全体で考えることだと思うが、兵庫に

おいても、河川を中心にしたまちづくりの考え方ももう一度見直してみてはどうかと思う。これ

は意見である。 

 もう１点は、ひょうごビジョン 2050 及び地域創生の推進について、資料７ページに戦略推進

プロジェクトが記載されている。私が注目したいのが、外国人「第二のふるさと」プロジェクト

である。地域に暮らす外国人が兵庫を第二のふるさととして、安心して暮らし、働ける環境の

整備に向けた取組とのことである。冒頭に、山本委員が人口減少の問題をおっしゃった。

我々は日本人であるが、日本人というものをどう考えるのか根本的に考えないといけない。

単に国籍を持っていたら日本人なのか、Ｎｏ Ｊａｐａｎｅｓｅ，ｎｏ  Ｊａｐａｎｅｓｅという言葉があ

るらしい。日本語なくして日本人なし。裏を返せば、外国人であっても非常に日本語に精通す

れば、それは日本人とみなす。国籍主義と言葉主義というのか、その考え方をきちんと整理

して、インターネットの時代なので、地球の裏側からでも、日本の伝統芸能等に魅力を感じ、

日本に渡ってきて、自分は日本の土になると言って頑張るような人はどんどん増えたらいい

と思う。 

 前置きが長くなったが、キーワードは、日本語教育だと思う。去年、視察に行ったときに、イ

ンド人などを対象に日本語教育を取り組んでおり、その学校を視察することはできなかった

が、そういった話を伺った。そういった意味で、日本語の教育についての取組はどうお考えか

教えていただきたい。 
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○企画部長（守本 豊） 

 外国人「第二のふるさと」プロジェクトを掲げた背景については、冒頭の山本委員の質問の

ときにお答えしたように、外国人が非常に増えており、先日の発表では、１年間で１万人の転

入超過であった。その前が 7,000 人だったので、この１年間で更に 3,000 人増えている。日本

の国力や賃金も相対的に下がっているので、なかなか選ばれないのではないかという話もあ

ったが、実態はそうはなっておらず、どんどんお越しになっている。本県の人手不足の解消に

も非常に役立っていると認識している。 

 ただ、これから人口減少が進んでいく中で、引き続き外国人の方々は非常に大切であるの

で、今どういった課題を抱えており、どういった対策が必要なのか、今年度、産業労働部国

際局を中心に検討会を設けて進めていくこととし、外国人「第二のふるさと」プロジェクトを掲

げたところである。その中で、非常に大きな課題として、委員ご指摘の日本語教育または母

国語教育もやってほしいという声が非常に多い。日本に来てから出産したが、そのお子さん

がずっと日本で育っており、母国語を知らないので、学ばせたいというニーズもある。それは

余談であるが、日本語教育については、国際交流協会であったり、市町も国際交流協会を

持っているところが結構あるので、そこが今積極的に推進をしており、日本語教育の在り方

について、今後更にやるべきなのかどうか等も今年度の検討では議論になってくると思う。 

○（大矢卓志委員） 

 最後に要望するが、日本語教育にぜひ力を入れていただきたい。日本語を学ぶと、外国人

も非常に穏やかな性格になるらしい。そういったことが多い。これは本当である。そういう意味

で、国などが日本語教師を積極的に養成し、国策としてやっていただきたいと思う。今後、ぜ

ひ力を入れていただき、ここに既に来ている人ではなく、あそこへ行ったら日本語をきちんと

教えてくれるとなれば、そういった人はどんどん来てもらえばいいと思うので、要望しておく。 

○（村岡真夕子委員） 

 ２点簡潔に伺う。１点目は地域創生戦略についてである。資料の６、７ページを拝見すると、

特に、戦略推進プロジェクトや個性を生かす地域づくりに向けた取組においても、様々な部

局の施策に具体的に反映されていることを強く感じており期待している。今回の地域創生戦

略の策定において、過去との大きな違いとして、政策コーディネーターという新しい取組があ

ったと思う。 

 この地域創生戦略は既に策定されているので、これをもとに、新年度の他の様々なプロジ

ェクトや具体的な事業を構築、連携させていくに当たって、政策コーディネーターの活用に意

を用いた点、または実際に果たされた役割や、実際に今年でき上がってるところを見て、成

果や手応え、今までとの違いみたいなところがあれば、教えていただきたい。 

○企画部長（守本 豊） 

 委員ご指摘のとおり、政策コーディネーターの２人には、地域創生戦略をつくる上で非常に

重要な役割を果たしていただいた。６ページに記載の８つの方向性なども縦割りにならず横

断的な視点でこの８つを設けている。戦略推進プロジェクトについても、できるだけ横断的に

立てられたのは、政策コーディネーターの力があったからだと思う。これを実際に推進してい
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く上で、政策コーディネーターの力が更に必要になってくる。 

 例えば、日本酒の振興にしても、今は産業労働部と農林水産部に分かれており、どこまで

うまく連携できているのかという課題が従来からずっとある。そういったものも政策コーディネ

ーターのもとで、今年度しっかり進めていこうとしている。こういった具体のプロジェクトをこれ

から進めていく上で、政策コーディネーターには更に力を発揮していただけると、我々も期待

をしている。 

○（村岡真夕子委員） 

 私の地元でも、政策コーディネーターには一生懸命、活動や情報収集をしていただいたこ

とは伺っており、それがこの政策に現れていることを実感している。農村部、特に北播磨に関

して言えば、地域計画等や、フィールドパビリオン、オープンファーム、オープンファクトリー等

もある。地域が自分たちの将来をどうしようかと、すごく真剣に考えさせられている局面で、こ

ういった期待ができる政策が打ち出されているのは、非常に重要だと思う。つくるだけではな

く積み上がったものを、さらにどうしていくか、いろんな課題が出てきたり、あつれきもあろうか

と思うが、トライ・アンド・エラーで農村ＲＭＯ等もぜひ実現していただきたいと思う。引き続き、

皆さんで総力を挙げて活用いただき、成果を上げていただくようお願いする。 

 ２点目の質問であるが、今度は個性を生かす地域づくりに向けた取組についてである。資

料４、５ページに様々な取組がある。持続可能な生活圏の形成ということで、地域運営組織

等の体制構築、まさにＲＭＯの世界だと思うが、市町の人材不足の中で、ここをサポートして

いくことは非常に大事だと思う。県、市とも人事異動があり、せっかく育った方が二、三年で

異動してしまうと、あの人は頑張ってくれたのに、ノウハウが途絶えてしまうといったことがあ

る。 

 人事異動という行政の課題と、一方で、外部人材を使っていくことは非常に大事である。特

に、大学との連携として、県立大学は無償化の話とは別に、大学のビジョンや使命として地

域人材、地域課題の解決をやっていくことを打ち出している。大学、特に県立大学がこの使

命を打ち出していることを踏まえた連携はどうしているのか。継続的に地域を支援していくフ

ォローアップ体制について、行政の人事異動の問題と大学の活用、県立大学の活用を踏ま

えたご所見を伺う。 

○地域振興課長（東 秀紀） 

 まず、支援の継続の関係であるが、市町アンケートを取ったときにも上がっていたが、市町

も３年や５年などのサイクルで人事異動があるので、せっかく地域と関わっても、また人が変

わってしまい、一から地域と話をしないといけない状況である。それが課題というのは、我々

も市町も認識している。継続的に支援するという意味で、やはり中間支援組織等があれば、

人が変わっても中間支援組織が関わっている形で継続できる。 

 今回、新規でやろうとしている事業の一つの形としては、市町の関係部局でチームをつくり、

チーム体制でできないか考えている。そうすれば、直接の企画関係の方が異動しても、例え

ば、残りの福祉関係や交通関係の方が残っているなど、そういった形で全てがまた一からで

はなく、一部の関係構築はやり直しであるが、残りは残っているといったやり方ができると考
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えている。あとは、社会福祉協議会等のその他の今ある団体が関わる形で、継続のやり方

もあると思うので、そこは今年度検討しながら、どうやって継続できるか考えているところであ

る。 

 また、外部人材の活用についてであるが、地域も人材不足になっていく中で、外部人材を

活用しないと多分できないので、地域再生アドバイザー等のアドバイザーに来ていただいた

りしており、大学との連携についても、一つの大きな外部人材として現在活用している。また

４ページに記載のひょうご絆プロジェクトという事業を実施しているが、これは地域、大学、企

業が連携して、その地域の課題等に対応するというものである。そういった中で、大学と共同

してたくさんの事業をやっている。地域でフィールドワークができるということで、フィールドの

場として積極的に関わっていただいている大学もたくさんある。県立大学にも関わっていただ

いている。 

 昨年の管内調査において、佐用町で防災関係の絆プロジェクトを見ていただいたが、あれ

も県立大学が関わっている。なので、県立大学にこだわるわけではないが、様々な大学に外

部人材として関わっていただく取組をしている。また、大学教授だけではなく学生にも関わっ

ていただき、今後も地域と関わりのある関係人口になっていただくこともあるので、引き続き、

大学との連携については力を入れていきたいと考えている。 

○（村岡真夕子委員） 

 私も地元で、県立大学のお力を借りたいという取次ぎをした。農業を引き継ぐかどうか親子

で大もめしていたが、県立大学に入っていただき学生のインタビューを受けたら、それがきっ

かけとなり、事業継承がうまくいった事例があった。実は、外部人材の視点を入れることによ

って、自分たちのことが冷静に考えられるようになったとのことである。この場合では、私たち

が思っている以上の効果があったので、非常に大切な取組だと思う。 

 県民局など事務所も含めて、様々な組織が重層的に関わることによって有機的なつながり

ができる。継続的なフォローアップもそうであるが、一番大切なのは、その地域の方々の当事

者意識や、外部の方々がその地域に対してシビックプライドを持ち、定住していくきっかけに

なるなど、そこに関わる人たちの意識づくりであり、地域人材として再生していくには、主体性

が大事だと思う。行政が関わり続けてくれるのであればやるではなく、こうやりたいから、ここ

を応援してほしいといった形の意識になることが理想だと思う。それが、フィールドパビリオン

であったり、様々な取組を継続、持続化して、最後は地域をつくっていく、ＲＭＯが生きたもの

になっていくことだと思うので、その辺もしっかりと深化、発展するような取組を気長にやって

いただきたい。 

○（越田浩矢委員） 

 １点だけ伺う。今の質問にも絡むが、地域創生戦略について、昔から非常にきれいにまと

めていると感心している。国の予算を引っ張ってくるのに必要な計画であることも理解してい

るので、どうしてもこうならざるを得ないところもあると思う。村岡委員からも話のあった政策コ

ーディネーターに活躍していただいているが、この戦略に入っているものは、多分ほっておい

ても部局が勝手にやるようなものもたくさん入っている。 
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 しかし、企画部が所管しているこの地域創生戦略については、部局横断のものをどれだけ

コーディネートしてできるかが一番大事ではないかと思うが、この戦略を見ているだけだと、

あまり浮き上がってこないので、どうなのかと思っている。先ほど日本酒の事例が出た。産業

労働部と農林水産部が一緒にやる部分が大事であるとのことだったが、例えば、インバウン

ドを引っ張ってくる点でも、日本酒という兵庫が持つ財産を生かしていくためにはどのように

戦略的に取り組むかという、すごく大きなテーマだと思うが、ほかにもたくさんあると思う。 

 そういったことが浮き彫りになり、部局横断的な各プロジェクトでどういった成果を出すか、

それがうまくいったのかどうかを検証しながらやっていく部分については、国の予算をもらうた

めの戦略とは分けてやったほうがよいのではないかと思う。よいことをやっているのに、その

辺の検証についてあまり目立たないことがもったいない気もする。もう少し分類してやること

はできないのかと思うが、いかがか。 

○企画部長（守本 豊） 

 まさに委員ご指摘のとおり、私も割と長く関わっているが、漏れがないようにしないと様々な

事業の交付金につながらないということで、特徴を出そうと努力はするが、どうしても総花的

にならざるを得ないというもどかしさが常にある。したがって、委員ご指摘のことは全くもっとも

だと私も深く感じている。 

 ただ実際、今回新しくこれを動かしていく上で、今までも普通につくって終わりというわけで

はないが、つくったらあとは行政にお任せだったが、今回新しくアクション委員会をつくること

とした。地域創生戦略をつくった地域創生戦略会議の企画委員会の方々が引き続きアクショ

ン委員会という形となり、そこにはコーディネーターも当然アドバイザーとして入っているが、

これを具体的にどうやって事業として起こしていくか、その事業を実効性のあるものにしてい

くか等、アクション委員会と一緒に進めていく枠組みを今回つくった。 

 先ほどの日本酒の話もそうであるが、ほかにも外国人の話など幾つか課題はある。なので、

今回新しい枠組みをつくり、その中でうまく回して本当に意味のあるとがったものをつくり出し

ていきたいと考えている。 

○（越田浩矢委員） 

 成果が上がったものはどんどんアピールすることで、地域創生そのものに結び付くと思うの

で、ぜひ頑張っていただき、応援していきたいと思う。 

 

○（３ そ の 他） 

 （１）県保有情報漏えい等に関する第三者調査委員会の状況について 

   人事課長及び法務文書課長の報告を聴取した。 

 

       （主      な      発      言） 

○（山本敏信委員） 

 委員長のご配慮に対して感謝申し上げる。部外局の審査では、村岡委員から、文書問題

に関する第三者調査委員会の費用の問題について詳しく質問され、監査委員事務局から答
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弁があった。私も、総務部総務課長から離任の際に、予備費から流用し、きちんと帳締めす

ることを聞いているので、今後、総務常任委員会できちんと明らかにしていただきたいことを

お願いしておく。 

 中身の問題について、どうも皆さんの言っていることは腑に落ちない。というのは、昨年の３

月 27 日に、記者会見でこういう怪文書があると言って、つらつらと述べられたが、その時点

で、怪文書ではなくなったわけである。知事が中身を全部言ったから、公文書になった。その

中で、調べたことや当事者の話も出してしまっているわけである。我々は、県民局に行った方

も特定している。１人辞めた方もいるし、１人ずっと休みの方もいる。その辺の話について、

調査結果が出ているのに、なぜ公表しないのか物すごく疑問である。 

 当然、懲戒処分等の関係もあるので、慎重にしていることは理解しているが、どうも手前勝

手ではないか。知事は、自分のことについて、毎週記者会見を真面目にやっているが、これ

に関しては、何だか時間稼ぎをしているのか、据え置きしているのかといった疑問を県民が

持っている。私の事務所にも県民が来られて、どうなっているのかと聞かれる。今の説明で

は、県民が理解しないと思う。県民局に行った２人も特定されているわけである。その後どう

なっているか、県民は注視している。懲戒処分が決まらないと発表できないのは、理屈として

矛盾しているのではないか。総務部長はどう考えるか。 

○総務部長（有田一成） 

 委員ご指摘のとおり現在調査中の案件ということで、その内容について吟味をしていく必要

があることについてはご理解いただきたい。ただ一方で、既に分かっていることがあるのでは

ないかというご指摘かと思う。そういったことを全て把握、確認した上で、今後の対応を検討

していく必要があるので、大変申し訳ないがご理解いただきたい。 

 先ほど担当課長からも説明したとおり、一定の時間を必要とするということで、例えば今回

の調査に関しては、その内容について、県、いわゆる懲戒権者としての内容確認が必要とな

ってくる。当然、本人に対して確認し、弁明が必要になるケースがあれば、それらを求めてい

くことも必要となる。そういったことを行わなければ、懲戒権者として瑕疵のある行為になって

しまうので、慎重に対応していることをご理解いただきたい。委員ご指摘のように、スピード感

を持ってやっていく必要があることは十分認識をしている。 

○（山本敏信委員） 

 最近、総務常任委員会の中身も少し報道されたりしているが、正副議長には、百条委員会

の調査結果や第三者調査委員会の調査結果が出ているにもかかわらず、知事が全然対応

しないことについて、代表者会議でも大きく取り扱っていただいている。残り二つの第三者調

査委員会については、年度末で繰り越した総務常任委員会の係争事件であるので、いつま

でもほっておかないように。身内には甘くてほかには厳しい知事の体質丸出しではないか。

その辺についてはっきり指摘させていただく。 

 毎週、報道機関に記者会見するのも結構であるが、県議会の総務常任委員会にもきちん

とこういった話を通してもらわないと、県民は我々が、知事が記者会見で言っていることを全

部知っていると思って聞きに来るが、全然聞いていない話がたくさんあるわけである。知事は
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車の両輪と言っているが、両輪がたがたである。きちんとしていただきたい。今日は、委員長

のお計らいなので、これでやめておくが、引き続きやらせていただく。 

○（中田英一委員） 

 幾つかお聞きする。３月 31 日に、この実施要綱と別表を公表されたが、前回の常任委員

会等の議会の前段階で公表されなかった理由と、なぜこのタイミングになったか、もう一度お

聞きしたい。 

 また、人事課と法務文書課の二つの調査型の第三者委員会があるが、重複があるのでは

ないかと思う。先ほど説明も聞いたし、文章も読んだが、違いや、なぜ二つやらないといけな

かったのか分からなかったので、分かりやすく説明いただきたい。 

 あと、別表に 10 件ほど記載があるが、先ほどの話だと、県民の声等も聞いて限定して 10

件ということだったが、例えば、ほかの週刊誌は入っていないという理解でよいか。また、以

前、堀井健智元議員が駅頭で話していた内容が出ていたが、これについても県民からどうな

のかといった意見があるかと思うが、これは含まれていないという理解でよいか。 

○総務部長（有田一成） 

 まず、３月 31 日に今回の契約書や要綱を公表したことについては、今までも説明している

が、調査の内容等について公表することにより、証拠の隠滅など調査に対する影響が出るこ

とを考慮し、調査に対する影響がないという判断をするまでの間は、公表を差し控えることと

した。第三者調査委員会が３月 31 日時点で調査終了し、報告書が提出されたので、第三者

調査委員会としての調査には今後影響ないだろうということで、このタイミングで公表した。ご

理解いただきたい。 

 次に、第三者調査委員会が二つあることに対する指摘についてである。人事課が所管して

いる秘密漏えい疑いに関する第三者調査委員会については、県職員が情報漏えいしたので

はないかということが週刊誌で報道された。その内容は、県が保有している情報をその職員

が漏らしたのではないかということであったので、その確認をするために、委員会で調査をし

ていただく形とした。 

 一方で、法務文書課が行っている県保有情報漏えいの指摘に係る調査に関する第三者

調査委員会については、先ほど説明もしたが、ＳＮＳ等で出ている情報について、県が保有

している情報そのものが出ているのではないかと、三つ目の質問の部分と重なるところはあ

るかと思うが、そういった指摘があった。 

 後者の件については、実は、第三者調査委員会の方に相談した際に、もともとは、県の持

っている情報がＳＮＳ上で漏えいしている疑いがあるものについての調査を第一義的にお願

いした。ただ、これに対して、あまりにも範囲が広すぎるので、範囲を限定できないのかという

話をいただいた。その際に、こちらとしては、県が持っている情報の中で漏れている可能性が

あるものを確認するに当たり、例えば、堀井元議員の話の件は、伝聞でされている内容なの

で、場合によっては誰かが漏らした可能性はあるが、県が持っている情報ということではない。

特に気にしたのは、データとして保存している情報そのものが漏れていることに対しての指摘

をいただいていたので、その点について限定したところ、この 10 個の項目となった。そういっ
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た点で、二つ目の調査としては、一つ目の調査とは違いを設けて、それぞれ調査をお願いし

ているという状況である。 

○（中田英一委員） 

 二つの調査は一つ目で兼ねられるのではないかと思ったが、これは置いておく。 

 あと、もう一つだけ伺う。発表について、先ほど説明があったが、もし職員が関与していた

場合は、処分等を検討する必要があるとのことであるが、裏を読むと、処分する必要がなけ

れば、要は関与がなければ、発表できるとも取れる。今、発表されていないということは関与

されていたと理解をしてもいいのか。 

○総務部長（有田一成） 

 我々が確認している内容については、どちらの場合であっても、関与したか、していないか、

どういった関与があったのか、それらを含めた確認が必要となるので、委員会からいただい

た意見について、懲戒権者としての判断をすぐに出せるものではないという意味で、確認をし

ている旨をご理解いただきたい。 

○（中田英一委員） 

 長くなるので、これでやめておくが、最後に意見として、以前もお伝えしたが、今回の第三

者委員会は、弁護士と個別に契約しており附属機関等に当たらないという説明をこれまでさ

れているが、中身を見ても、３名の合議でやる等、事実の究明、認定、評価まで入っており、

この後の人事処分の意思決定過程に組み込まれているような中身になっているのではない

かと思う。なので、条例でしっかりやらないといけないものではないかということだけ指摘して

おく。 

○（門 隆志委員） 

 実施要綱を二つとも見たが、二つ目の別表はさすがに公表する必要はなかったと思うが、

それ以外は二つとも出しても、証拠の隠滅や表で話していた内容とほぼ変わらないと思うが、

今でも調査の前に公表していたら影響が出たと思うか。 

○総務部長（有田一成） 

 人事管理に関することで、基本的には調査そのものをしているかどうかについても公表しな

いというのが行政サイドとしての考え方である。それに沿った形で進めているので、基本的に

は現状について公表していないという立場であった。一方で、調査をすることについて、皆さ

んが知る状況となったので、その時点でどこまで公表することが可能だったかについては、も

しかしたら検討の余地があったのかもしれないが、内容については、規模であったり、どうい

った形でやろうとしているかが分かることで影響が出る可能性も考慮し、当時はこちらについ

ては公表すべきではないと考えた。 

○（門 隆志委員） 

 やはりそうだと思う。目的や所掌事項を見ても、知事が会見で話したこと以上のことが書か

れていないはずなので、これを非公表としたことがまた余計な臆測を生んだのではないかと

思っている。 

 本来、人事管理のところで、懲戒処分に当たるものに関しては公表できないと初めから言
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っていたらよかったが、こういう結果になったので、そこは改めて検証していただきたい。 

○（越田浩矢委員） 

 県保有情報の別表の件について、週刊文春で報道されたデータについて調査をしたとのこ

とであるが、報道の自由がある中で、今後もマスコミに情報漏えいした場合には、第三者委

員会をつくって調査をするのかどうか、その辺の考え方の整理をしているのか教えていただ

きたい。 

○総務部長（有田一成） 

 こちらについては、我々も報道の自由については十分認識しており、配慮していく必要があ

ると考えている。一方で、県としては、県民の情報を保有している立場であるので、県の情報

の流出を止めていくことも求められている立場だと認識している。そういった点で、今回の調

査については、公益通報に当たるかどうかについて重きを置いて、当たるのであれば、当然

配慮する必要があるので、それ以上の調査はしない形で進めてきたところである。それ以上

の基準を設けるかどうかについては研究が必要になると思うが、そういったバランスも考えな

がら進めていきたい。 

○（越田浩矢委員） 

 当初は元県民局長の私的情報が漏えいしたことが問題となって出発し、調査が始まったと

認識している。蓋を開けてみれば、週刊文春に掲載された情報も調査対象だったので、世間

も驚いた。恐らく過去にもマスコミに県の内部情報等が漏えいしたことはあると思う。基準を

つくるかどうかの問題はあるかもしれないが、今回ここまで広げたのは少し違和感がある。そ

の辺の考え方がはっきりしているのであれば、そういうことかと納得できる面もあるかもしれな

いが、報道の自由に最大限配慮する必要もある中で、マスコミに流れた情報ということで、今

回調査対象にしたことはいかがなものかと思う。一定の基準を持っておかないといけないの

ではないかと思うので、それだけ指摘しておく。 

○（浜田知昭委員） 

 行政罰と刑事罰は、ある程度相関関係があるので、並行してやっていかないといけないと

思う。もしそういった違法行為があったとき、この前の２月定例会の一般質問において長岡

議員が、刑事訴訟法上は、そういった違法行為が分かったときには公務員として告発義務

があるという話もされたと思うが、その辺はどう考えているのか。 

○総務部長（有田一成） 

 委員ご指摘の件は、刑事訴訟法の中で、公吏として法に触れる違法なことがあると思料し

た場合、それについて告発する必要があるといった点についてのご指摘かと思う。そういった

点については私どもも当然認識しているので、この内容について確認した上で、しかるべき

対応は検討していく必要があると認識している。 

○（浜田知昭委員） 

 例えば、行政上の処分をしなければならないことが判明した場合は、その時点で即、刑事

告発も併せて行うという考え方でよいか。 

○総務部長（有田一成） 
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 告発を行う場合、当然、告発先が警察や検察になってくると思うが、そういったところとの調

整、相談も必要になると思うので、それらを含めて今後の対応については検討したい。 

○（村岡真夕子委員） 

 部外局審査のところで、文書問題に関する第三者調査委員会の予算を確認したが、こちら

でも確認だけしたい。報告が３月 31 日ということで、ぎりぎりまで調査されたかと思うが、二つ

の調査の予算については、議会で議決をしたので、きちんと見積もりをされたということで信

頼はしているが、文書問題のほうは当初の予算を上回ったが、これは関与が難しかったので

実態把握が遅れたとのことであった。こちらの二つの委員会については、きちんと予算内で

収まったのか、収まっている見込みなのか確認したい。 

○総務部長（有田一成） 

 ただいま詳細については確認中であるが、３月 31 日時点で調査が終わっているので、委

員の方とも話をしており、かかった経費を提出いただいている状況である。それを踏まえると、

予算の範囲内で収まっている状況である。 

○（村岡真夕子委員） 

 もう一つ伺いたい。越田委員の質問と少し関連するが、週刊文春等を調査対象としている

別表があり、様々な認識が広がっている。この事実や当局の認識については先ほどの説明

で理解できた。公益通報の問題と報道の自由の問題について、どちらがどうかというのは、

人や立ち位置によって重みが違うのかもしれないので、様々な意見があるかもしれない。確

認したいことは、マスコミに対して情報源を聞くことについては、昨年も同様の事案があり、マ

スコミからも抗議があったと記憶しているが、今回の対応については昨年の事態をどのよう

に検証し、今回の調査に生かされたことが何かあったのか。その辺について、所見があれば

確認したい。 

○総務部長（有田一成） 

 昨年の事案については、文書が配布されたことを受けて報道機関に対して、配布された文

書の有無を確認した案件だったかと思うが、これは報道機関に直接聞いたことが問題になっ

たと認識している。報道機関に確認する際には、先ほども少しお話ししたが、報道の自由が

あるので、そちらの侵害をしないことは十分配慮していく必要があると考えている。今回の件

は、県が保有していた情報が外部に流出したかどうかが問題となっており、県の情報管理が

課題となっていると認識している。 

 先ほども説明したとおり、報道機関においては報道の自由が当然あるので、これは尊重す

べきであることは十分認識している。同じ言い方になってしまうが、県としては、県民の皆さん

の情報も管理している状況でもあるので、行政機関として情報が漏れることについては守秘

義務違反に当たることを十分認識していかないといけないのではないかと思う。そういった点

も踏まえて、今回調査をするに当たり、客観性を担保するために、第三者機関に依頼し、公

益通報に該当するかどうか十分配慮しながら進めてきた。これらについては、皆さんから指

摘をいただいているので、引き続き、十分な配慮を行いながら進めていく必要があると考えて

いる。 
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○（山本敏信委員） 

 先ほど議長から告発の話が出たが、以前この委員会において関連で質問した。秘書課の

関係になるかと思うが、昨年 11 月の知事選挙のときに、ＰＲ会社の代表が公職選挙法の関

係で炎上していたが、県警に刑事告発されているということで、このＰＲ会社の方への表彰を

取りに来ておらず、保留にしているという話だった。産業労働部からも、持っていくわけには

いかず保留にしており、司直の判断を待つという報告があったが、秘書課はまだ保留にした

ままか。 

○委員長（富山恵二） 

 当局は答えられるか。 

○秘書広報室長（富田恵一） 

 表彰の所管自体は産業労働部であるので、私どもがそれを保留しているかどうか存じ上げ

ない状況である。 

○（山本敏信委員） 

 委員会で話が出て、産業労働部に聞いているといった申し送りはないのか。知事が表彰し

た人に選挙の手伝いをお願いした事実があるかないかの非常に大事な問題である。 

○秘書広報室長（富田恵一） 

 申し送りはないが、こちらのほうで確認する。 

○委員長（富山恵二） 

 後でまた報告ください。 

○（山本敏信委員） 

 あなた方は身内に甘い。しっかりしないと兵庫県もがたがたになるので、指摘しておく。 

○（庄本えつこ委員） 

 この情報漏えいの問題は大変な問題で、私たちも県民からいろいろと言われる。県職員に

ついては、処分との関係があったので、それに基づいて公表され、もし処分することになれば、

刑事告訴も併せて行うということだと思う。それは当然のことだと思う。報道の自由はもちろ

んあるが、報道されたということは情報漏えいがあったという事実があるわけである。プライ

バシーに関しては、公表するべきではないが、どういった形で情報が漏れていったのか、私た

ちには知る権利があると思うが、その辺の公表はいかがか。 

○総務部長（有田一成） 

 今、調査をしていただき、結果を報告いただいた状況である。その中で、分かる範囲で当然

できる限り公表することで考えている。知り得た範囲で、公表できるものについては、できる

限り公表する。 

○（庄本えつこ委員） 

 やってはいけないことで、あってはいけないことである。そこは県当局も、この問題だけでは

なく、当然これからもしっかりやっていかなければならないことである。その辺の認識について、

私たちに伝わってこない。例えば、百条委員であった方々から情報漏えいがあった話もある

ので、それについても、今、県議会では代表者会議でやっているとは思う。共産党は入って
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いないので、中身が伝わってこないが、そのことも含めて、この問題はしっかりと公表すると

同時に、どういった対策をしていくのか大事かと思うが、いかがか。 

○委員長（富山恵二） 

 当局は答えられるか。何度も同じ繰り返しになっている。調査結果も検証中で、それはこう

すると答弁している。庄本委員いかがか。 

○（庄本えつこ委員） 

 分かった。分かる範囲で具体的にきちんと背景も含めて公表してほしい。 

○委員長（富山恵二） 

要望でいいか。 

○（庄本えつこ委員） 

 はい。 

 

 （２）その他 

 

       （主      な      発      言） 

○（越田浩矢委員） 

 ３月５日の知事記者会見の件で確認をしたい。この日の会見で知事は、公用パソコンの私

的情報について情報公開請求があったら、公開を検討するという発言をされた。これについ

ては、当局として情報公開条例に基づいて公開しないことをはっきりと世間に対して発表して

いるが、同じ日の会見で、知事は元県民局長の懲戒処分の理由について、倫理上極めて不

適切なわいせつな文書を作成されていたと述べた。この点については、その後、訂正も修正

もされていないと認識している。懲戒事由をどこまで発表していいのか、いろいろな判例もあ

るはずである。そうした中で、知事の発言は許されるものなのか。当局として、懲戒処分事由

を世間に公表する際にどこまで言ってよいのか等の基準を持っていると思うが、３月５日の

知事の発言は問題なかったのかどうか確認したい。 

○総務部長（有田一成） 

 懲戒処分事由について、例えば今回の件であれば、四つの非違行為があったことに対して、

それぞれ懲戒処分を量定として定めている。発言のあった部分で該当するものとしては、職

務専念義務違反に該当した部分についての指摘かと思うが、内容としては、業務、職務と関

係のない私的な文書を勤務時間中、職務を専念する必要がある時間に作っていたことが、

非違行為の一つに当たるということで処分対象の１つに挙げている。 

 内容については、私どもは問題にしていないので、先ほど指摘もあったが、処分に当たって、

例えば、その内容が業務に関係することであるということを、処分された側が訴えをしている

ような場合であれば、それに対して、業務に関係ない内容であったことを説明する必要があ

ることは考えられるので、そういった点を考えられたのかもしれない。内容については、私ども

としては処分に関係ないことであり、今回の件に関しては、当事者から反論をいただいてい

ないので、特に説明する必要のない内容であったと思っている。 
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○（越田浩矢委員） 

 説明するべき内容ではなかったという認識ということか。 

○総務部長（有田一成） 

 説明をしなくても、基本的には私どもの今回の処分に対する内容としては、勤務時間中に

業務と関係のない内容の私的な文書を作成していたことが問題であったということで、私ども

は説明できると思っている。 

○（越田浩矢委員） 

 この点について、３月５日の会見後に、知事とそういった話はされたのか。 

○総務部長（有田一成） 

 協議の内容については、行政サイドで様々な協議をしていることがあるので、その点につい

てはお答えを差し控えたい。 

○（越田浩矢委員） 

 翌週の会見でも同様の発言をされていたかと思う。もし協議の内容を話せないということで、

そのことを話されたとしても、恐らく知事は受け入れていないと思う。総務常任委員会におけ

る先ほどの総務部長の答弁で、言うべきではなかった発言だったことが明らかになったと思う。

知事は職場のコミュニケーションを促進してやっていくとおっしゃっているので、その辺の当局

とのやりとりもしっかり受け止めてやっていただきたい。実際はそうなっていないと危惧すると

ころではあるが、内容としては理解できた。 

 

 閉   会（午後０時 56 分） 

 

 

 

 


